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世界遺産条約の将来に関する検討 

 

1．背景 

○平成 24 年（2012）に条約採択 40 周年を迎え、また世界遺産一覧表記載の遺産数が

まもなく 1,000 件に到達しようとする中で、条約の成功がある一方、条約の履行が

複雑かつ多様性を増したため様々な課題が生じている。 

○そこで第 32 回世界遺産委員会（平成 20 年（2008）、ケベックシティ）において、

今後の世界遺産条約の運営について検討するためのワークショップを設置すること

が決議され、平成 21 年（2009）2 月 25 日から 27 日にユネスコ本部において会合

が行われた。 

○本会合では、 

  a. 世界遺産条約の価値・メッセージ・イメージ 

  b. 遺産保護と持続可能な発展 

  c. 世界遺産のシステム 

 について検討し、さらに検討を継続できるよう第 33 回世界遺産委員会（平成 21 年

（2009）、セビリア）において作業部会の設置を要請した。 

 

2．検討内容 

○優先順位について 

  ・課題の重要性もさることながら、戦略的に何から取り組むのかが重要であること。 

○能力育成について 

・地元共同体を始め、あらゆる関係者の参画が必要であること。 

○暫定一覧表の活用について 

  ・世界遺産一覧表とグローバル・ストラテジーとの乖離是正のために暫定一覧表が

活用できること。 

  ・暫定一覧表の地域的な比較研究が必要であること。 

○他の条約との連携について 

  ・水中文化遺産保護条約、無形文化遺産条約、文化多様性条約など、特に他の条約

における成功事例の研究など連携が必要であること。 

○委員会の開催方法について 

・年 2 回開催も含めて、効率的かつ実行可能な時間管理が必要であること。 

○条約の目的について 

  ・主たる目的は国際協力の下での遺産保護にあること。 

 

3．結論 

○作業部会における検討の結果、第 33 回世界遺産委員会において別紙の通り決議が行

われた。 
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決議文 33 COM 14A.2 （文化庁仮訳） 

 

世界遺産委員会は、 

1． 文書 WHC-09/33.COM/14A を検討し、 

2． 第 32 回世界遺産委員会（2008 年、ケベック・シティ）で採決した決議 32 COM 

10 を想起し、 

3． 2012 年に世界遺産条約 40 周年を迎える現在、本条約が世界的に締約されつつ

あること、それゆえ本条約の成功事例について検討すること、また世界中の共

同体がますます本条約に関係し参画するようになる一方で、本条約が直面する

課題に見合うようにいかに本条約を発展させるか検討することが必要であるこ

とを注記し、 

4． オーストラリア・ブラジル・イスラエル・スイス・オランダといった各締約国

及びユネスコ発展途上国支援基金の支援により「世界遺産条約の将来について

検討するワークショップ」（2009 年 2 月 25 日～27 日、ユネスコ本部）が開催

されたことに謝意を表し、 

5． 締約国の専門家、助言機関の代表、非政府機関が本ワークショップに書面参加

も含めて貢献し、有意義に包括的かつわかりやすく検討を進めたことを特記し、 

6． 本件について第 33 回世界遺産委員会においてさらに積極的議論が行われたこ

とを歓迎し、 

7． 特に条約履行のための仮目標が、（注：2007 年にクライストチャーチで開催さ

れた第 31 回世界遺産委員会で採択された 5C である）条約の信頼性、遺産保護、

能力育成、コミュニケーション、共同体の目的に基づいて大きく進展したこと

を注記し、 

8． この仮目標及び文書 WHC-09/33.COM/14A が次期締約国総会（注：2009 年

10 月）及び次回の世界遺産委員会において更なる議論の基礎として取り上げら

れるべきであることを決議し、 

9． 2009 年 2 月の前記ワークショップに対して締約国その他から出された提案及

び 本 ワ ー ク シ ョ ッ プ に 際 し て 用 意 さ れ た 背 景 説 明 の 文 書 は 、

http://whc.unesco.org/en/futureoftheconvention/で入手可能なことを注

記し、 

10． 今後十数年における世界遺産条約履行の指針となる包括的戦略を構築すること

は有効であり、その際は本条約の目的、ブダペスト宣言で表明された原則、グ

ローバル・ストラテジー、仮目標で表明された理念その他持続可能な発展に関

連する事項を特に考慮することを決議し、 

11． （今次委員会で設置した）諮問機関が将来的な行動計画として想定される事項

の検討を継続したことを注記し、現在の暫定的な行動計画案についての更なる

 

http://whc.unesco.org/en/futureoftheconvention/
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検討が第 34 回世界遺産委員会において行われること、また 10 月の締約国総会

において当行動計画案を情報提供として提示することを決議し、 

12． 以下のパラグラフに示すいくつかの優先すべき中・短期的な取組については早

急に着手すべきであることを決議し、 

13． 世界遺産センターに対して、助言機関と相談しながら、また関係する締約国及

び外部関係者から情報を得ながら、協働で包括的な行動計画を進展させ、世界

遺産の価値に対する共同体の自覚を促し世界遺産条約の取組への参加を促すこ

と、それにはこうした取組を国家レベル及び地域レベルで展開する締約国の手

助けとなるような、これまで蓄積されてきた成功事例及びコミュニケーション

手段を明示することを要求し、 

14． 世界遺産センターに対し、第 34 回世界遺産委員会において議論できるよう、関

係する締約国の支援を受けながら、暫定一覧表作成プロセスも含めた創造的ア

プローチについての勧告を検討・進展させる取組に着手し、以て深刻な問題を

抱える遺産の数の減少を図ることを要求し、 

15． さらに、この取組によって、既に世界遺産一覧表に記載されている遺産に生じ

ている一連の問題に実質的責任を持つ締約国や遺産管理者の手助けとなるよう

な創造的アプローチについての勧告を検討・進展させることを要求し、 

16． 締約国が助言機関や他の締約国の支援・協力を得ながら、責任を持つ世界遺産

すべてについて OUV の言及を発展・完成できるよう奨励することを強調し、ま

たこの OUV に関する言及については後にできる限り迅速に参照できるような

工夫をする必要があることを注記し、 

17． 世界遺産センターに対し、世界遺産委員会を年 2 回開催することの意義及び導

入についてさらに検討するための実現可能な研究を実施し、加えて他の多国間

条約における事例を活用することも含めて、増加傾向にある世界遺産委員会の

業務をより効果的かつ能率的に処理する選択肢を検討することを要求し、 

18． 世界遺産センター事務局長に対し、締約国と相談しながら、締約国の任意の拠

出金・資金調達・パートナーシップ・地域センター・地域的基金・2 国間及び

多国間援助・膨らんだ一般会計に対するユネスコの支援等に限らず、世界遺産

条約の目的遂行のため増加している財政支援に対する選択肢を模索することを

要求し、 

19． 諮問機関の議長に対し、上に掲げたすべての事項について、世界遺産条約の将

来に関する検討の報告として締約国総会で報告することを要求する。 

 








